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〔原著〕

スクールカウンセラーと教員の連携促進要因の

探索的研究

土居正城* 加藤哲文**

A Search for Conditions白atPromote Cooperation among 

School Counselors and Teachers 

Masaki DOI* and Tetsubumi !U:TO時

This study searches for conditions that promote cooperation among school counselors and teachers and 

examines the relationships between these conditions and cooperative behavior. We asked 259 members of 
target groups to answer a questionnaire， which consisted of school systems to accept school counselors， 
school counselor's c1inical psychological actions in school， and cooperation among school counselors and 

teachers. Four factors were extracted based on factor analysis of the Scale of School Systems to Accept 

School Counselors: c1arification of school counselor' s job content， positive use of school counselors， public 

relations， and setting up opportunities for information exchange. Likewise， three factors were ex住acted企om

the analysis of the Scale of School Counselor's Clinical Psychological Actions in School: active involve-
ment in problems， fitting actions to schools， and approach to people. Analyzing the Scale of Cooperation 

Behavior enabled four factors to be extracted: measures to resolve problems， sharing information; class-
wide， grade-wide and school-wide approaches; and school counselor's understanding of the situation. The 

results of covariance s加 C印reanalysis mainly suggested that c1arification of school counselor's job content， 
positive use of school counselors， active involvement in problems，自ttingactions to the school and approach 

to people promote cooperation among school counselors and teachers. 

Keywol由: cooperation among school counselors and teachers; promote conditions; c1arification of school 

counselor's job content; positive use of school counselors; active involvement in problems;自ttingactions to 

schools; approach to people 

本研究では，学校の受入体制とスクールカウンセラー(以下， SC)の活動から SCと教員の連携

促進要因を探索的に見いだし，それらの要因が連携行動に及ぼす効果を検討するために， SC104名，

SC担当者155名の計259名を対象に質問紙調査を実施した。因子分析の結果，受入体制尺度からは

「職務内容の明確化J 1積極的な活用J 1広報J1情報交換の場の設定」の 4因子が， SC活動尺度から

は「問題への積極的な関与J 1学校に合わせた活動J 1関係者へのアプローチ」の 3因子が，連携行

動尺度からは「問題への対処J 1'情報共有J 1学級，学年，学校規模の活動J ISCによる実態把握」

の4因子が抽出された。共分散構造分析の結果， 1職務内容の明確化J 1積極的な活用J 1問題への

積極的な関与J 1学校に合わせた活動J 1関係者へのアプローチ」が連携行動を促進することが示

された。
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〔問題と目的〕

1995年に始まったスクールカウンセラー(以下， sc 
とする)活用調査研究委託事業から 15年が経過し，

scが公立中学校にほぼ全校配置された(文部科学省，

2006)現在，中学校の現場において， scが教育相談な

どの業務の一翼を担っていることが一般的になりつつ

ある。

sc活用に関わる事業の効果を検討した研究は多く，

課題を認めながらも，おおむね事業としての成果が上

がっていると評価しているもの(伊藤， 2000a， 2000b; 

本間， 2001)が多い。一方，教師の scに対する期待

は，非配置校より配置校のほうが低く，特に配置校で

は担任の期待が他の校務分掌の職員に比べて低いとす

るもの(河村ら， 2005)もある。しかし，これらに共

通することは，スクールカウンセリング活動のさらな

る充実のためには，学校の受入体制を改善する方策を

通じて， scと教員の連携をさらに深めることが重要

である(伊藤， 1999)とする点といえる。そして，この

問題の重要性を反映して，sc活用調査研究委託事業が

始まった当初から， scと教員の連携についての研究

が蓄積されてきている。

松本・滝 (1999)は「平成 8・9年度スクールカウ

ンセラー活用調査委託研究集録J を分析し，配置校か

ら報告された内容をもとに，学校における受入体制を

3つの環境要因(物理的環境，組織的環境，人情的環

境)に整理し，受入体制の整備の重要性を強調した。

瀬戸 (2000)は，高等学校の組織特性が教員と scの

連携に及ぼす影響を調査し，連携を左右する要因とし

て「組織的支援活動」が重要であることを示した。具

体的には，保護者や生徒に対してスクールカウンセリ

ング活動についての広報活動を行ったり，事例研究

会や校内研修会を活発に実施したりすることである。

文部省初等中等教育局 (2001)は， scが有効に機能す

るための取り組みを配置校からの報告をもとにまと

め， scを学校内の組織に位置づけることの重要性や，

チーム援助を行うために学校側がscを積極的に「使

う」ことや，守秘義務についての共通理解の必要性を

強調した。兵庫県立教育研修所 (2000)は iSC活用マ

ニュアル」の中で「学校へのお願い」として，相談室

の設備や備品を整備すること，「先生方へ」として，

SCが学校に来ていることを児童生徒や保護者に周知

すること， iSCへ」として，教員と連携すること，予

防的な関わりをすることを要請した。田中・井上

(2001)は， SC， SC担当者および地域の教育事務所の

指導主事などがおよそ 2年間にわたり 13回の議論を

行った結果をまとめた。そして， SCと教員の連携を

機能的なものにするためには「情報や目標を共有する

こと」が重要であり，そのためには「教員と SCの双

方がともに取り組むべき課題を明確化すること」や，

iSCを学校組織に位置づけること」が効果的であるこ

とを指摘した。

また，教員向けの教育雑誌等でも教員と SCの連携

についての記事や特集が組まれ， SCの役割を明確に

すること， SCの得た子どもに関する情報をどこまで

教員と共有するかを話し合うこと，カウンセリングの

進め方を共通理解すること，職員室内の SCの居場所

作りを進めること，面接以外のさまざまな業務を要請

することなどの， SCとの連携のための学校側の受入

体制作りのポイントなどが示されている(熊谷， 2003;

大竹， 2008;嶋崎， 2008;辰巳， 2007)。

一方， SCの学校内における活動についても， SC活

用調査研究委託事業導入時より，次のような必要性が

指摘されている。すなわち，一人でケースを抱え込ま

ずに担任の援助をするというスタンスを大切にするこ

と，心理臨床家のやり方を押しつけず教員の立場や方

法を尊重すること，心理療法の技術のみならず集団に

関わるスキルやコンサルテーションの技術を磨くこ

と，教員の専門性を教育の文脈の中で理解すること，

SCの専門性である外部性を生かすこと，中立的な立

場を生かし「つなぐ」役割を取ること，教員の空き時

間を把握し必要な教員に自ら接触すること，自らの活

動内容について管理職に報告すること，学校内の関係

者間での守秘を前提として相談情報を共有すること

などである(長谷川， 2003;伊藤， 2008;加藤ら， 2002;松

尾， 2008;村山ら， 1998;鵜養， 2001;吉田， 2008)。

しかし上記の学校側の受入体制に関する要因と

SCの学校内における活動に関する要因の指摘は，実態

調査や経験知によるものが中心で，その効果を実証的

に検討しているものはほとんどみられない。それらの

連携促進要因のうち，どの要因が連携行動に影響を及

ぼしているのか，そして， どのような効果をもたらす

のかといった視点での検討も不十分であるのが現状で

ある。そこで，これらの中でどの要因がより強く連携

を促進し， どのような効果をもたらすのかを明らかに

することが本研究の目的である。

〔方法〕

1.調査材料

SCと学校の連携について取り上げた研究論文およ
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び著書(伊藤， 2008;松本・滝， 1999;文部省初等中等教

育局， 2001;村山ら， 1998;瀬戸， 2000;嶋崎， 2008;田中・

井上， 2001)，両者の連携促進要因についての現役の

scとsc経験者合計 10名へのインタビューおよび現

役の教員合計 9名への自由記述調査から， scと教員

の連携促進および連携行動に関する要因約 700項目を

収集した。これを臨床心理学コースに在籍する大学院

生7名(現職教員 5名を含む)によって， KJ法を参考

にして項目の分類・整理を行った。具体的には，類似

した項目を 1つにまとめ，生成されたカテゴリーを代

表するようなラベルを作成し，それぞれに含まれる項

目内容も参考にして，予備項目を作成した。

これらの予備項目に対して，学校臨床心理学を専門

とする大学教員 l名，臨床心理学コースに在籍する大

学院生 12名(現職教員 8名を含む)により，項目の

内容的妥当性が確認された。具体的には，予備項目の

項目内容が当初収集した項目内容を反映しているかど

うかについて検討が行われ，適切でないものについて

は再度予備項目を作成し直した。そのうえでさらに項

目内容の類似性，内容の重複について検討し，適切で、

ないものについては予備項目を作成し直した。そし

て，項目の表現・表記についての検討がなされ，調査

協力を依頼する対象である scやsc担当者(教育相談

の校内体制において scとの連絡・調整にあたる教員)

に理解困難と思われる箇所について，平易な表現・表

記に修正を行い，最終的に 54項目が作成された。

このうち，学校側の受入体制(学校がscをより活

用しやすくするためやscがより働きやすくするため

に整備する学校体制上の諸要因)に関する項目 (20項

目)を「受入体制尺度」とした。 scの活動(スクール

カウンセリングにおける問題を解決するために scが

自ら行う諸活動)に関する項目 (16項目)を iSC活

動尺度」とした。両者が連携して行う活動 (SCと教員

がスクールカウンセリングにおける問題を解決するた

めに一緒に行う諸活動，および，今後問題を一緒に解

決するために SCまたは教員が行う諸活動)の過程に

おける両者の行動に関する項目 (18項目)を「連携行

動尺度」とした。受入体制尺度， SC活動尺度には i5: 

非常にあてはまるJ"，i1:まったくあてはまらないJ，

連携行動尺度には i5:いつもあるJ"，i1:まったくな

い」の 5件法で回答を求めた。

2.調査時期

2009年 1月"'2月。

3.調査協力者

北陸・信越地方の 5県の小中学校約 2250校のうち，

SCが勤務している約 900校の中から，実際の拠点、小

学校，対象小学校，拠点中学校，対象中学校の割合と

同じになるように無作為抽出した 300校に質問紙を送

付し，各校の SCとSC担当者 1名ずつ，合計 600人に

無記名で回答を依頼した。なお，複数校に勤務してい

るSCには質問紙を受け取った学校の状況について回

答するよう，複数の勤務校に質問紙が送付されたこと

により複数の勤務校から質問紙を受け取った場合は，

そのうち任意の 1校を選択しその他の質問紙は破棄す

るよう教示した。 SC104名(回収率34.7%)，SC担当

者 155名(回収率 51.7%)の計 259名(回収率43.2%)

から回答が得られ，回答に不備 1) のあるものを除い

た， SC 80名(有効回答率 76.9%)，SC担当者 115名

(有効回答率 74.2%)の計 195名(有効回答率 75.3%)

を分析対象とした。うち，拠点校 2) に在籍する回答者

は91名 (46.7%)，対象校に在籍する回答者は 104名

(53.3%)であり，同地区の拠点校数323校 (36.0%)，

対象校数 575校 (64.0%)に比べると拠点校の回答者

の割合が高く，本研究の結果には拠点校の実情の反映

が強くなった。

〔結果〕

1.項目分析と因子分析

1 )受入体制尺度

平均値と標準偏差の和が選択肢の値の最大値を超え

ていたことから， 8項目 (6，7， 10， 11， 14， 15， 16， 18) 

において天井効果が生じている可能性が高いと考えら

れた。いずれも先行研究で指摘されている内容であ

り，重要な要因である可能性があるため，負荷量が低

い場合に削除することとし，ここでは削除しないこと

とした。

主因子法により解の抽出を行い，初期の固有値の

減衰状況と解釈可能性から 4因子解が適当と判断し，

promax回転を行った。.40以上の因子負荷量を示さな

かった項目や，複数の因子にわたって高い負荷量を

示す項目を除外して残った 15項目で改めて因子分

析(主因子法， promax回転)し， 4因子解を採用した

(Table 1)。

第 1因子は iSCの守秘義務(相談で得た秘密を守

る義務)が教員間で共通理解されているJ iSCと共に

取り組むべき課題に基づいて， SCの具体的な職務内

容が決められている J i学校の現状に基づいて， SCと

共に取り組むべき課題が職員会議等で検討されてい
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項目

Table 1 受入体制尺度の因子パターン行列(主因子法曹 promax回転後)

F1 F2 F3 F4 
平均 標準職務内容積極的 広報情報交換の

偏差
の明確化な活用 場の設定

13. SCの守秘義務(相談で得た秘密を守る義務)が教員間で共通 4.13 .85 .75 一.15 .20 -.07 
理解されている

2. SCと共に取り組むべき課題に基づいて， SCの具体的な職務内 3.36 1.11 .71 .01 -.10 .06 
容が決められている

1.学校の現状に基づいて， SCと共に取り組むべき課題が職員会 3.18 1.11 .65 .13 -.17 .22 
議等で検討されている

8.教員にカウンセラーの仕事やカウンセリングについての情報 3.72 .92 .62 .00 .19 一.10
が提供されている

7.校長先生にカウンセラーの仕事やカウンセリングについての 4.22 .89 .48 .26 一.08 一.04
理解がある

10. SCによる個別面接や集団に対する心理教育(メンタルヘルス 4.00 1.01 .09 .66 .16 -.13 
向上に向けての取り組み)の前後に，教員が情報提供したり，打
ち合わせしたりして SCの活動に教員が主体的に関わっている

6. SCを含む会議やSCと教員の打合せ等がSCの勤務時間内に設 3.73 1.28 .06 .65 -.23 .14 
定されている

9.集団に対する心理教育(メンタルヘルス向上に向けての取り組 3.33 1.23 一.15 .52 .19 .17 
み)をしたり，給食を一緒に食べたり，授業や学校行事を見た
りして，幅広く教育活動に関わることを SCが依頼されている

11. SC担当の教員は， SCによる援助が必要だと考えられる場合に 4.29 .79 .08 .46 .23 -.16 
は，関係する児童生徒や保護者や担任に SCとの相談を促して
し=る

16. SCを保護者会で紹介したり， SCについて通知したりして，保 4.11 .95 .03 .09 .63 .03 
護者に SCの存在が知らされている

15. SCの着任式を行ったり， SCを全校集会で紹介したりして，児 4.21 1.10 .04 一.10 .60 .23 
童生徒に SCの存在が知らされている

17. SC便りを配布したり，学活等で連絡したりして，児童生徒や 3.67 1.16 一.05 .05 .57 .05 
保護者に SCの利用の仕方や勤務日などが知らされている

18.職員室内に SCの机や椅子を用意され，SCの職員室内の居場所 4.25 1.31 .04 一.09 .09 .70 
が確保されている

19.個別面談3)時以外は職員室にいることを SCが依頼されている 2.38 1.21 .01 .06 .11 .53 

20. SCに学級通信や学年通信等のプリント類が配られ， SCが学校 3.28 1.40 一.03 .11 .05 .51 
の様子を分かるように配慮されている

因子間相関 .62 

.45 

.31 

四

回

目
.41 

.20 .29 

.40を超える負荷量を太字で示した.

る」などの項目で負荷量が高く，「職務内容の明確化」

因子と命名した。第 2因子は ISCによる個別面接や

集団に対する心理教育(メンタルヘルス向上に向けて

の取り組み)の前後に，教員が情報提供したり，打ち

合わせしたりして SCの活動に教員が主体的に関わっ

ている JISCを含む会議や SCと教員の打合せ等がSC

の勤務時間内に設定されている」などの項目で負荷量

が高く，「積極的な活用」因子と命名した。第 3因子

は ISCを保護者会で紹介したり， SCについて通知し

たりして，保護者に SCの存在が知らされているJISC 

の着任式を行ったり， SCを全校集会で紹介したりし

て，児童生徒に SCの存在が知らされている」などの

項目で負荷量が高く，「広報」因子と命名した。第 4

因子は「職員室に SCの机や椅子を用意され， SCの職

員室内の居場所が確保されているJ I個別面談 3)時以

外は職員室にいることを SCが依頼されている」など

の項目で負荷量が高く，「情報交換の場の設定」因子

と命名した。

2) SC活動尺度

受入体制尺度と同様の方法で因子分析を行ったとこ

ろ， 3因子が抽出された (Table2)。第1因子は， ISC 

は，教員や保護者を対象とした研修会や事例検討会や

講演会等を行うことを自ら提案しているJ ISCは，必

要な関係者に参加を要請して，問題の対応策を協議す

る場を自ら設定している」などの項目で負荷量が高

く，「問題への積極的な関与」因子と命名した。第 2

F
h
u
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Table 2 SC活動尺度の因子パターン行列(主因子法司 promax回転後)

標準
F1 F2 F3 

項 目 平均 問題への積学校に合わ 関係者への
偏差

極的な関与 せた活動 アプローチ

2. SCは，教員や保護者を対象とした研修会や事例検討会や講演会 2.39 1.07 .76 一.07 一.05
等を行うことを自ら提案している

3. SCは，必要な関係者に参加を要請して，問題の対応策を協議す 2.74 1.12 .76 一.09 .02 
る場を自ら設定している

7. SCは，集団に向けての心理教育(メンタルヘルス向上に向けて 2.89 1.18 .48 .05 一.01
の取り組み)を自ら行ったり，教員が行うのを手伝ったりして，間
題を抱えた児童生徒以外のメンタルヘルスの向上にも自ら関わ
ろうとする

1. SCは，カウンセラーにできることやカウンセラーの職責等のカ 3.39 1.04 .46 .07 .18 
ウンセラー理解のための情報を教員に提供している

4. SCは，必要に応じて依頼された勤務時間の変更に応じる 4.18 .89 .06 .68 一.24

9. SCは，学校内の関係者間での守秘(相談で得た秘密を守ること) 4.50 .67 一.07 .61 .04 
を前提として，相談情報を共有している

6. SCは，教員に気になる児童生徒の話を聞いたり，普段の授業を 3.77 1.08 一.06 .50 .28 
見たり，給食を一緒に食べたりして，児童生徒の様子を把握する
ようにしている

12. SCは，教員に対して心理学の専門用語を使わずに話す 4.13 .71 一.07 .43 .03 

5. SCは，教員にとって受け入れやすい提案をする 3.75 .88 .37 .41 一.06

14. SCは，情報交換をする必要のある教員の空き時間等を把握し， 3.66 1.22 一.04 .11 .56 
必要なときに自ら教員に接触している

10. SCは，自らの活動や相談内容の概略等を口頭や文書などで，管 3.74 1.25 一.06 一.07 .52 
理職に報告する

13. SCは， SC便りを発行したり，学校が発行する SC便りに寄稿し 2.68 1.31 .17 一.19 .52 
たりして，カウンセラーの存在や相談方法などを自らアピールし
ている

8. SCは，個別に支援を必要とする児童生徒に声をかけたり，来室 3.59 1.05 .10 .18 .40 
を促したりしている

因子間相関 F2 .42 

F3 .58 .56 

.40を超える負荷量を太字で示した.

因子は， iSCは，必要に応じて依頼された勤務時間の

変更に応じるJ iSCは，学校内の関係者間での守秘

(相談で得た秘密を守ること)を前提として，相談情

報を共有している」などの項目で負荷量が高く，「学

校に合わせた活動」因子と命名した。第3因子は， iSC 

は，情報交換をする必要のある教員の空き時間等を把

握し，必要なときに自ら教員に接触しているJiSCは，

自らの活動や相談内容の概略等を口頭や文書などで，

管理職に報告する」などの項目で負荷量が高く，「関

係者へのアプローチ」因子と命名した。

負荷量が高く，「問題への対処」因子と命名した。第 2

因子は iSCが教員に，児童生徒の様子について情報

提供をしているJi教員がSCに，児童生徒の様子につ

いて情報提供をしている」などの項目で負荷量が高

く，「情報共有」因子と命名した。第 3因子は iSCと

教員が，学校，学年，学級等の集団を対象としたメン

3 )連携行動尺度

これまでと同様な方法で因子分析を行ったところ，

4因子が抽出された (Table3)。第 1因子は「教員が

SCに，児童生徒の問題ヘの対処の方法を提案してい

るJ iSCが教員に，児童生徒の問題に一緒に対処する

ことを依頼しているJi教員がSCに，児童生徒の問題

に一緒に対処することを依頼している」などの項目で

タルヘルスについての調査を一緒に企画して行ってい

るJ iSCと教員が，学校，学年，学級等の集団を対象

とした心理教育(メンタルヘルス向上に向けての取り

組み)を一緒にしている」などの項目で負荷量が高く，

「学級，学年，学校規模の活動」因子と命名した。第4

因子は iSCが，普段の授業や行事の様子を見ている」

iSCが，教室で給食または弁当を食べている」といっ

た項目で負荷量が高く， iSCによる実態把握」因子と

命名した。

4)信頼性の検討

.40以上の負荷量を示す項目で下位尺度を構成する
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Table 3 連携行動尺度の因子パターン行列(主因子法， promax回転後)

平均 標準
Fl F2 F3 F4 

項 目 問題へ 情報 学級，学年，学 scによる
偏差

の対処 共有 校規模の活動 実態把握

11.教員がscに，児童生徒の問題への対処の方法を提案して 2.55 1.19 .84 一.20 一.05 一.05
いる

8. SCが教員に，児童生徒の問題に一緒に対処することを依 3.25 1.20 .65 .08 一.10 .07 
頼している

7.教員がSCに，児童生徒の問題に一緒に対処することを依 3.47 1.11 .65 .11 一.09 .11 
頼している

10. SCと教員が，一緒に個別面談3) をしている 2.10 1.20 .61 -.14 一.06 一.13

6. SCが，児童生徒の問題を検討する会議に参加している 2.90 1.36 .57 一.05 一.02 .22 

18.教員がSCに，教員の考え方や教員の職責について話して 2.27 1.15 .53 .03 .19 一.06
し=る

12. SCが教員に，児童生徒の問題への対処の方法を提案して 3.52 .93 .47 .27 .11 一.12
いる

13. SCや教員が，関係者間，関係機関との連絡・調整をして 3.33 1.27 .46 .20 .13 一.17
いる

14. SCと教員が，児童生徒の問題に対処するために，チーム 2.89 1.26 .43 .14 .13 .04 
を作って役割分担をして対応している

5. SCが教員に，児童生徒の様子について情報提供をしている 4.22 .92 一.15 .83 一.02 .06 

4.教員がSCに，児童生徒の様子について情報提供をしている 4.35 .81 一.06 .71 一.03 .16 

3. SCが，児童生徒や保護者と面談 3) している 4.53 .77 一.05 .65 .03 -.22 

9. SCと教員が，児童生徒の問題について，話し合っている 4.22 .85 .20 .56 一.06 .10 

15. SCと教員が，学校，学年，学級等の集団を対象としたメン1.43 .81 .02 .02 .85 一.07
タルヘルスについての調査を一緒に企画して行っている

16. SCと教員が，学校，学年，学級等の集団を対象とした心1.55 .95 一.08 一.07 .81 .13 
理教育(メンタルヘルス向上に向けての取り組み)を一緒
にしている

17. SCが，研修会の講師をしている 2.00 1.14 .22 .04 .42 .05 

1. SCが，普段の授業や行事の様子を見ている 2.93 1.27 .00 一.12 .14 .62 

2. SCが，教室で給食または弁当を食べている 2.07 1.56 一.12 .12 一 .03 .46 

因子間相関 F2 .59 

F3 .53 .14 

F4 .40 .27 .25 

.40を超える負荷量を太字で示した.

と仮定して Cronbachの信頼性係数αを算出した。「職

務内容の明確化」が .80，1積極的な活用」が .69，1広

報」が .68，1情報交換の場の設定」が .65，1問題への

積極的な関与」が .72，1学校に合わせた活動」が .67，

「関係者へのアプローチ」が .60，1問題への対処」が

.84， 1'情報共有」が .77，1学級，学年，学校規模の活

動」が .74，ISCによる実態把握」が.47であった。

ISCによる実態把握」は内的整合性が低いため，尺度

として扱う場合，除外するのが望ましいと考えられた。

内的整合性について， α係数が .7程度の値がひとつの

基準(堀ら， 1994) と考えられている。これをもとに，

本研究では α係数を .6以上の基準で判断し， ISCによ

る実態把握」を除いた下位尺度の内的整合性が認めら

れると判断した。各下位尺度得点、の平均値(標準偏

差)は，上述の順に 3.72(0.73)， 3.84 (0.78)， 4.00 

(0.84)， 3.30 (1.00)， 2.86 (0.81)， 4.07 (0.56)， 3.42 

(0.82)， 2.92 (0.79)， 4.33 (0.65)， 1.66 (0.79)だった。

2.因果モデルの構成

本研究の目的は，受入体制， SC活動の要因が連携行

動を直接的に促進じているという仮説のもとに， どの

要因がより強く連携行動を促進しているのかを見いだ

すことであった。そこで，各尺度の因子聞の関係を考

慮して因果モデ、ルを構成し，共分散構造分析を行うこ

ととした。各尺度の因子間相関をみると .5以上の相

関を示すものがいくつかみられたため，下位尺度得点

ではなく各因子の因子得点、を観測変数として分析を

行った。

まず，要因間の相関 (Table4) を考慮して，受入

体制および SC活動の要因から連携行動の要因に至る
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受入体制司 sc活動，連携行動の各要因聞の相関 (N=195)

受入受入受入受入 sc sc sc 連携連携連携
体制体制体制体制活動活動活動行動行動行動
①②③④①②③①②③  

.74*** .56*** .40*** .40*** .35*** .37*** .51*** .47*** .35*** 

.53 *** .27 *** .39 *** .42 *** .39 *** .57 *** .51 *** .35 *** 

.41 *** .44 *** .40 *** .45 *** .36 *** .32 *** .24 *** 

.33 *** .25 *** .42 *料 .28*** .13 .25 *** 

一 .52*** .72 *** .49 *** .31 *** .44 *** 

一 .71*** .43 *** .48 *** .23料

一.45*** .33 *** .33 *** 

一 .67*** .59*** 

一 .17本

Table 4 

受入体制① 職務内容の明確化

受入体制② 積極的な活用

受入体制③ 広報

受入体制④ 情報交換の場の設定

sc活動① 問題への積極的な関与

sc活動② 学校に合わせた活動

sc活動③ 関係者へのアプローチ

連携行動① 問題への対処

連携行動② 情報共有

連携行動③ 学級，学年，学校規模の活動

***戸<.001，料p<.Ol，*戸<.05.

直接的なパスを設定したモデル (Fig.1)を構成し，分

析を行った。この結果，適合度が低く， (CMIN=138.17， 

GFI=.877， AGFI=.571， CFI=.791， RMSEA= .290)， 

このモデルを採用することはできなかった。そこで，

受入体制内， SC活動内などの要因聞にも因果関係が

あり，それぞれが影響し合って最終的に連携行動を促

進していると仮説を修正し，受入体制内， SC活動内，

連携行動内，受入体制と SC活動の要因間相互の関係

も考慮して，モデ、ルを再構成した。

まず，連携行動内の要因間では，以下のことが考え

受入体制

られた。①「問題への対処」のためには「情報共有」

が必要である。②「学級，学年，学校規模の活動」に

より潜在的な問題が発見され，「問題への対処」が促

進される。よって，これらを反映させ「情報共有」か

ら「問題への対処J，i学級，学年，学校規模の活動」

から「問題への対処」の 2本のパスを設定した。

次に，受入体制内の要因間では，以下のことが考え

られた。①「広報」が充実することにより教員の SC

に対する認知度が上がり， SCの「積極的な活用」が進

む。② SCの「職務内容の明確化」により， SCに依頼

動-
7
 

…
携

…
連

| 情報共有 | 

問題への対処

学級，学年，学校

rl 駒 活 動 I 

Fig.l 受入体制， sc活動の要因から連携行動の要因への直接的な影響のみを想定したモデル
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Fig.2 受入体制司 sc活動，連携行動の各要因聞の関連

***p<.OOl， **ρ<.01， *ρ<.05. GFI=.975， AGFI=.941， CFI=.996， RMSEA=.033. 
誤差項と共分散は省略した.

Table 5 受入体制噌 sc活動の各要因による連携行動の各要因への標準化総合効果

尺 度 受入体制 SC活動

職務内容 積極的な
広報

問題への積 学校に合わ 関係者への
の明確化 活用 極的な関与 せた活動 アプローチ

連携行動問題への対処 .30 .34 .04 .35 .21 .15 
情報共有 .34 .25 .03 .18 .36 .25 
学級，学年，学校規模の活動 .13 .21 .03 .37 .03 .02 

できる仕事がわかり， SCの「積極的な活用」が進む。

よって「広報」から「積極的な活用J，i職務内容の明

確化」から「積極的な活用」の 2本のパスを設定した。

同様に， SC活動の要因間，受入体制と SC活動の要

因間においても検討し，「問題への積極的な関与」か

ら「関係者へのアプローチJ，i関係者へのアプローチ」

から「学校に合わせた活動J，i学校に合わせた活動」

から「積極的な活用」の 3本のパスを設定した。以上

により最終的に構成されたモデルがFig.2である。分

析の結果，すべてのパスが有意であった。適合度を示

す指標は CMIN= 22.90 (n.s.)， GFI = .975， AGFI = .941， 

CFI = .996， RMSEA = .033であり，適合度は十分で

あった。

3.標準化総合効果

受入体制と SC活動の各要因が連携行動の各要因に

及ぼす標準化総合効果を算出した (Table5)0 i問題

への対処」に及ぼす効果は「問題への積極的な関与」

「積極的な活用J i職務内容の明確化J i学校に合わせ

た活動J i関係者へのアプローチJ i広報」の順に大き

かった。「情報共有」に及ぼす効果は，「学校に合わせ

た活動Ji職務内容の明確化Ji関係者へのアプローチ」

「積極的な活用J i問題への積極的な関与J i広報」の

順に大きかった。「学級，学年，学校規模の活動」に

及ぼす効果は「問題への積極的な関与J i積極的な活

用J i職務内容の明確化J i学校に合わせた活動J i広

報J i関係者へのアプローチ」の順に大きかった。連

携行動のいずれの要因に対しても「広報」が及ぼす効

果は小さかった。

Q
d
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〔考察〕

1. r情報共有Jの促進要因

iJ情報共有」を最も強く促進していたのは， sc活動

の「学校に合わせた活動」だ、った。「学校に合わせた

活動」は，学校内の関係者間での守秘を前提とした相

談情報の共有，必要に応じた勤務時間の変更， scによ

る授業の観察や給食への参加などからなる。 scはこ

れらの活動を進めることにより，教員との情報共有を

促進させることができることが示された。このうち，

相談情報の共有については長谷川 (2003)が支持され

た。すなわち，長谷川 (2003)による「チーム内守秘」

を行うことにより，教員は scに身内感覚をもち，進

んで情報提供をするようになり，情報共有が加速する

と考えられた。また勤務時間の変更が情報共有を促進

するのは， scの勤務時間(通常の場合，おおよそ午前

8時から午後 5時前後までと思われる)のほとんどに

おいて，授業や課外活動で児童生徒と関わっている教

員にとって， scが勤務時間の変更に応じることに

よって scに話したいことが話せるようになったりす

るためであると考えられた。また，授業観察や給食へ

の参加によって，その前後に教員と接触する時間が生

まれ， scは自分が感じた印象を通して担任と児童生

徒の話をすることができ，双方にとって貴重な情報共

有の時間となっていることが窺われた。

また，受入体制の「職務内容の明確化」も「情報共

有」を促進するという結果であった。「職務内容の明

確化」は， scと共に取り組むべき課題に基づいた職務

内容の決定や， scの守秘義務の理解，学校の現状に基

づいて scと共に取り組むべき課題を決定することな

どからなる。このことは，田中・井上 (2001) を支持

する結果となった。項目作成時のscに対するインタ

ビューで「学校はすべてお任せで困るJ iSCに何を求

めているのかわからない」といった声が多く寄せられ

たことからも，学校のニーズに基づいた SCの具体的

な職務の決定が双方の情報共有を促進すると考えら

れる。

そして， SC活動の「関係者へのアプローチ」も「情

報共有」を促進していた。「関係者へのアプローチ」

は，情報交換を必要とする教員の空き時間を把握して

自ら教員に接触すること(松尾， 2008)，自らの活動内

容の管理職への報告(加藤ら， 2002) などからなる。

これらの活動は，教員との情報共有を直接的に志向す

るものであり，妥当な結果といえよう。

さらに受入体制の「積極的な活用」も「情報共有」

を促進するという結果になった。「積極的な活用」は，

SCの取り組みの前後の打ち合わせ，会議や打ち合わ

せの SCの勤務時間内の設定，面接以外の幅広い業務

の設定などからなる。このうち，会議や打ち合わせの

SCの勤務時間内の設定は大竹 (2008)，文部省初等中

等教育局 (2001) を，面接以外の幅広い業務の設定は

嶋崎 (2008)，瀬戸 (2000)，辰巳 (2007) を支持する

結果となった。「情報共有」において負荷量が高い 4つ

の項目は，得点の平均がすべて 4以上であったことか

ら， SC配置校においてこれらの連携は比較的進んで

おり，上記の促進要因の導入は新たな連携行動を生む

というより，情報共有のための関わりの質および量を

維持あるいは向上させるといった効果が期待できると

考えられる。

2. r問題への対処Jの促進要因

SC活動の「問題への積極的な関与」が「問題への対

処」の最大の促進要因であった。「問題への積極的な

関与」は，問題への対応策を協議する場の設定，教員

や保護者対象の研修会や講演会の実施， SCの仕事内

容の理解のための情報提供などからなる。このうち，

教員や保護者対象の研修会や講演会の実施は，瀬戸

(2000) ，加藤ら (2002) を支持する結果となった。

そして，受入体制の「積極的な活用」も「問題への

対処」の大きな促進要因であり，その次の促進要因は

受入体制の「職務内容の明確化」であった。項目内容

は繰り返さないが，これらの要因は「情報共有」だけ

でなく「問題への対処」の促進要因でもあり，学校

の受入体制を整備する上で重要な要因であるといえ

よう。

また， SC活動の「学校に合わせた活動」も「問題へ

の対処」の促進要因となるという結果であった。これ

は「情報共有」の促進要因となっていたことからも重

要な要因であるといえよう。 SCと教員が一緒に児童

生徒の問題に対処するには，ある程度の相談情報の共

有が欠かせない。そこで，教員は全く相談情報を共有

しようとしない SCとは，共に問題に対処しようとし

てもできない。また，問題への対処のための相談がほ

とんどの場合自らの勤務時間外になってしまう教員に

とって， SCが勤務時間の変更に柔軟に応じることに

よって協働して問題の対処に当たることが容易になる

ことから，この結果は妥当であるといえよう。

また，それぞれの促進要因によって促進された「情

報共有」および「学級，学年，学校規模の活動」が，

「問題への対処」を同程度促進することも示された。
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このことから，情報共有や集団への取り組みによって

深まった両者の関係が問題への対処を一緒にすること

への壁を取り払うという好循環を生むことも窺えた。

以上より， scと教員が問題への対処のために連携す

るには，対応が必要な事態が生じてからではなく，

日々の情報共有や予防的な活動を通して良好な関係を

構築しておくことが重要であるといえよう。

3. r学級，学年噌学校規模の活動」の促進要因

sc活動の「問題への積極的な関与」と受入体制の

「積極的な活用」が「学級，学年，学校規模の活動」

を強く促進していた。これらの要因は「問題への対処」

の大きな促進要因でもある。「学級，学年，学校規模

の活動」の中でも，心理教育は児童生徒の人間関係を

良好にする効果があることが報告されている(安藤，

2010;岡崎・安藤， 2010など)。よって「学級，学年，

学校規模の活動」は，今後，学校において， scと教員

のみならず，子ども同士の関係性を向上させる重要な

役割を果たすことが期待される。以上より，上述の要

因の整備の重要性が示されたといえよう。

4.連携行動を大きく促進する要因

受入体制の「広報」が連携行動の各要因に及ぼす影

響は小さかった。このため，残りの 5要因，すなわち，

「職務内容の明確化J r積極的な活用J r問題への積極

的な関与J r関係者へのアプローチ」および「学校に

合わせた活動」が連携行動を大きく促進する要因であ

ると考えられる。受入体制の「広報」および「情報交

換の場の設定」は，連携行動の各要因に大きな影響力

を及ぼしていなかったが これらは連携以前に必要で

ある要因であると考えられる。このため，これらの要

因の整備が進んで、いない学校やscは，まずこの要因

を整備する必要があると考えられる。

さらに，上の 5要因を一度に導入することは学校現

場やscの負担を考えると難しいため，状況に応じて

順次導入していくのがよいと考えられる。また，上記

の5要因には因果関係が推測されるものもあり，導入

する順序を考慮する必要があろう。連携行動の最大の

促進要因である「問題への積極的な関与」は，他の要

因からは大きな影響を受けない。そして「関係者への

アプローチ」は「問題への積極的な関与」によって強

く促進され「学校に合わせた活動」を強く促進する。

一方，「積極的な活用」は「職務内容の明確化」によっ

て強く促進され，「学校に合わせた活動」からも促進

される。以上より， scの活動においては「問題への

積極的な関与」を，受入体制においては「職務内容の

明確化」をはじめに導入し，その後，実情に応じて他

の要因を導入するのが望ましいと考えられる。

〔まとめ〕

本研究では，受入体制と sc活動の双方が連携行動

に影響を及ぼしていることが明らかになり，要因聞の

因果モデルから，連携行動を大きく促進する要因が特

定された。これによって， scと連携したい学校や，教

員と連携したい scに，どのような要因から整備を進

めていったらよいかについての提案を行うことができ

るようになった。またこれまでの先行研究の積み重ね

の成果である多数の促進要因の影響力の比較がなされ

たことも大きな成果であるといえよう。

最後に本研究の限界と今後の展望に触れる。本調査

研究では，これまでscと教員の連携促進に有効で、あ

ると述べられてきた要因を集め，有効な要因を比較，

検討したため，項目の中には天井効果が疑われるもの

がみられた。このことは想定済みではあったが，これ

を解消するような質問項目の文言や選択肢の工夫も必

要であったかもしれない。また，本研究における分析

対象者は，対象校の実態の反映が弱ぐなったために拠

点校に偏っている点を考慮しで結果をみていく必要も

ある。そして本研究は，あくまで質問紙調査に基づく

ものであり，個々の学校の実態に応じた連携促進要因

を特定したものではない。

今後は，学校現場における実践研究が積み重ねられ

ることにより，多くの学校現場で通用するような連携

促進要因が見いだ、されることが期待され，さらに，そ

れらが各地で実践されることにより， scと教員の連

携が問題にならなくなることが望まれる。

〔注〕

1)回答に不備があった scは104名中 24名， sc担当

者は 155名中 40名であり，おのおの約 25%，すな

わち4人に 1人の割合であった。このように高い割

合で不備が生じたのは， 3つの尺度にすべて回答を

お願いしたい旨の教示がなかったために， scには

受入体制尺度に， sc担当者には sc活動尺度に回

答しなかった調査協力者が多数いたためである。

2)文部省初等中等教育局 (1999) は， scの配置方法

として，単独校方式，拠点、校方式，巡回方式を挙

げた。このうち，拠点校方式とは，中学校区の地

域を単位とし，その地域内にある小学校，中学校

の中の l校を拠点、校として scを配置し，地域内の

他の学校も対象とする方式である。

3) r個別面接」とするところであるが，項目作成時に

-21-



298 カウンセリング研究 Vol. 44 No.4 2011 

表記ミスがあったため，原文のまま表示した。
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